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はじめに 

自治体運営の基本原則は、地方自治法に規定されている「最少の経費で最大の

効果」をあげることであり、行政改革は、そのために、業務の効率化やコスト縮減

はもとより、職員の意識や仕事の進め方、組織のあり方など、行財政運営全般について、

不断の見直しを行っていく取組です。 

この「新しい行政改革大綱（第２ステージ）」は、県の行政改革の基本的な考

え方を示すとともに、中期的な目標と具体的な取組計画を定めるもので、財政健

全化基本方針や定員適正化計画なども反映しています。 

県では、この大綱に基づき「『愛
え

顔
がお

あふれる愛媛県』を

実現するための土台づくり」を基本理念（目的）として、

分権時代にふさわしい未来志向の改革に取り組みます。 

 

第三次改訂にあたって 

 本大綱は、取組事項の進捗状況や新たな課題の発生などを踏まえて、改革の取

組の見直しを行うこととしており、第三次改訂については、「３ 新しい行政改

革大綱（第２ステージ）の基本理念と３つの改革」、「５ 目標設定事項」、「６ 改

革に向けた具体的取組と目標設定」を改訂対象としております。 
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本県では、平成８年度に策定した「行政改革大綱」及び「地方分権推進大綱」以降、これ

まで５期にわたってそれぞれの時代の要請と県行政を取り巻く課題に対応した大綱を定め、

行政改革に取り組んできました。 

特に、第５期の行政改革では、「『愛のくに 愛顔あふれる愛媛県』の土台づくり」を基本

理念に掲げ、「自主・自立のえひめ」を目指して、引き続き厳しい財政状況を踏まえた県債発

行の抑制、基金の積み増しなど、県財政の健全化を図るとともに、分権型社会を見据え、市

町との連携、ＮＰＯや民間等との協働、他県との広域連携など総合力の発揮による県民の底

力の結集を図るほか、職員の意識改革や能力開発により、創造的な施策を立案・実行できる

人材の育成や組織づくりを推進し、国に依存した「メニュー選択型行政」から自立した「政

策立案型行政」への転換を図るなど、本県独自の改革を推進してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〔背景〕市町村合併の進展（70市町村⇒20市町）、三位一体改革による地方交付税

等の大幅削減 

〔目標〕県民との協働自治 

・県民サービス改革（アウトソーシング､公の施設の見直し､出資法人の見直し） 

・パートナーシップ改革（ＮＰＯ等との協働､市町への権限移譲､四国４県連携） 

・組織改革（地方局・試験研究機関の再編・スリム化､定員の適正化､給与の見直し） 

・財政構造改革（財政構造の転換、徹底した歳出の削減、歳入の確保） 

第４期(H18～H22)〔構造改革プラン〕 

１ これまでの行政改革の取組 

 

 

〔背景〕厳しい財政状況と社会経済情勢の大きな変化 

〔目標〕最少のコストで最大の県民満足を提供する地域経営体としての体質の改

善･強化 

・事務事業の廃止、縮小  ・組織、機構の簡素化  ・定員の適正化 

・仕事の進め方や制度、システムの見直し 

第３期(H14～H17)〔行政システム改革大綱〕 

 

 

〔背景〕地方分権推進法の成立（地方分権の総合的かつ計画的な推進） 

〔目標〕地方分権の時代にふさわしい簡素で効率的な行政システムの確立 

・事務事業の整理合理化  ・組織、機構の見直し 

第１期(H 8～H10)〔行政改革大綱〕〔地方分権推進大綱〕 

 
 
〔背景〕地方分権一括法の成立（国と地方の役割分担の明確化、機関委任事務制

度の廃止等） 

〔目標〕県民の県民による県民のための県政の推進 

・経費の節減合理化 ・スクラップ・アンド・ビルドの徹底 ・情報公開の推進 

第２期(H11～H13)〔新行政改革大綱〕 

 
 
〔背景〕厳しい財政状況、分権型社会の到来 

〔目標〕「自主・自立のえひめ」を目指して 

・挑戦する改革（財政改革・組織改革・業務改革） 

・連携する改革（県と市町との総合力の発揮、他県・民間・地域・ＮＰＯ等多様な主体 

との連携） 

・創造する改革（政策立案型組織づくり・職員の政策立案能力の強化・広域自治体と 

しての機能発揮） 

第５期(H23～H26)〔新しい行政改革大綱〕 

１ これまでの行政改革の取組 
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（１）財政改革 
平成 23 年 11 月に策定した財政健全化基本方針に基づき、行政評価等を活用したスクラ

ップ・アンド・ビルド等を通じて、メリハリの効いた予算編成に取り組むとともに、県税の

徴収率向上や滞納額の縮減、広告料収入の確保、遊休県有財産の売却や貸付けによる利活用

に取り組むなど、歳入歳出両面からの取組を進め、財政健全化を図ってきました。 

その結果、平成 25 年度決算時点では、財源対策用基金残高、実質公債費比率及び将来負

担比率について類似団体平均以上の確保という目標を達成することができました。 

 

 

 
 

22年度
決算

23年度 24年度 25年度
決算 決算 決算

358億円
（330億円以上）

286億円
（300億円以上）

309億円
（330億円以上）

13.5％
（現状維持）

166.1％
（現状維持）

15.5％
（15.5％以下）

183.5％
（現状維持）

14.3％
（現状維持）

178.5％
（現状維持）

財源対策用基金残高

※大規模災害等に備え
　 ２００億円規模を堅持し
　 つつ、積み増しを目指す

区　　　分

※将来の負担が増えると、
　 中長期的に財政が逼迫

240億円

16.8％
※増大すると財政が硬直化
　 し、施策推進に支障

将来負担比率

実質公債費比率

183.2％

 
 ※下段の括弧内は目標値。なお、各年度の目標は、類似団体の前年度決算値を参考に設定 

 

【財源対策用基金の状況】 
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１.「挑戦」する改革  

１ これまでの行政改革の取組 

財政健全化基本方針の目標達成状況（H23～H25） 
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（２）組織改革 
国依存の「メニュー選択型行政」から、創意工夫や企画力を発揮して重要課題に積極果敢

に対応する「政策立案型行政」への転換を図るため、政策立案機能の充実・強化を図りまし

た。 

また、南海トラフ巨大地震をはじめとする様々な災害に備えるため、防災・減災対策を強

化する体制を整備するとともに、実需の創出により地域経済の活性化を図るため、産業振興

の支援体制を整備しました。さらに、えひめ国体（Ｈ29）の円滑な開催に向けた準備体制や、

福祉・医療の充実強化のための体制を整備しました。 

これらの組織改正にあたっては、スクラップ・アンド・ビルドによる簡素で効率的な組織

づくりを基本としながら、重要課題に柔軟かつスピーディに対応できるよう、従来の縦割型

組織から部局横断的な横串組織の構築に努めるとともに、機能や役割を検証し、地方機関の

見直しにも取り組みました。 

併せて、第５次定員適正化計画に基づき、計画的かつ適正な定員管理に取り組んできた結

果、平成 24～27 年度までの４年間で 161 人（▲4.2％）の定員削減を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な組織改正（H23～H27） 

政策立案機能の強化 
・企画振興部を設置、政策推進班を設置（Ｈ23年度） 
・業務執行リーダー制を全庁へ導入（Ｈ24年度） 
・人口問題総合戦略本部を設置（Ｈ26年度） 
 

防災・減災対策の強化 
・原子力安全対策課を設置（Ｈ23年度） 
・防災・減災対策の知事直轄化〔防災安全統括部長を設置〕（Ｈ27年度） 
・地方局の防災・減災対策の強化（Ｈ27年度） 

地域経済の活性化 
・愛のくに えひめ営業推進本部を設置（Ｈ24年度） 
・しまのわ2014及び国際サイクリング大会の今治現地本部等を設置（Ｈ25年度） 
・自転車新文化の創造に向けた体制整備〔自転車新文化推進室を設置〕（Ｈ27年度） 

えひめ国体の開催準備体制の整備 
・国体準備課を設置（Ｈ23年度）、国体総務企画課等３課体制への拡充（Ｈ25年度） 
・えひめ国体推進局及び障害者スポーツ大会課を設置〔４課体制〕（Ｈ26年度） 
・国体競技力向上対策室を教育委員会から移管（Ｈ27年度） 

◎重要な政策課題等への対応 

福祉・医療の充実強化 
・地域医療政策推進体制の強化〔医療政策監を設置〕（Ｈ26年度） 
・福祉総合支援センターを設置（中央児童相談所、婦人相談所、知的障害者更生相談所、 
身体障害者更生相談所を統合）（Ｈ27年度） 

１ これまでの行政改革の取組 
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（３）業務改革 
 予算施策・事務事業の検証をよ

り徹底し、事務事業の効率的な執

行と一層の無駄の排除を進めるた

め、平成 23 年度から外部評価委

員を増員するとともに、評価対象

を３部局３施策から毎年度９部局

９施策に増やすなど、行政評価の

機能強化・拡充を図りました。 

 また、平成 25 年 11 月に県有財産管理の基本方針を策定し、経営的な視点ですべての県

有財産を総合的に企画、管理、活用する部局横断的な取組を推進するため、県有財産に関す

る情報の一元化・共有化、有効利活用及び処分の推進による保有総量の見直し、計画的な保

全措置等の実施に取り組みました。 

 さらに、大規模災害時等の危機事象の発生に備え、本庁各部局、地方局の業務継続計画

（BCP）に続く災害時行動計画を策定し、災害対策本部運営図上訓練による検証や、PDCA

サイクルに基づくマネジメントを実施して計画の持続的改善を図っています。 

年度 外部評価の対象 意見・指摘への対応 

23 ９予算施策    98 事務事業 45 件 

24 ９予算施策 197 事務事業 53 件 

25 ９予算施策  78 事務事業 30 件 

26 ９予算施策 111 事務事業 51 件 

 地方機関の見直し 
・食肉衛生検査センター宇和島支所を廃止（Ｈ23年度） 
・産業技術研究所建設技術センターを廃止（Ｈ24年度） 
・看護専門学校を廃止（Ｈ26年度）  
・福祉総合支援センターを設置（中央児童相談所、婦人相談所、知的障害者更生相談所、 
身体障害者更生相談所を統合）（Ｈ27年度：再掲） 

定員の適正化（H24～H27） 

◇Ｈ２３年度  ３，８６１人  ⇒  Ｈ２７年度 ３，７００人 

Ｈ２４～２７年度までの４年間で一般行政部門職員１６１人削減（削減率４．２％） 

部局横断的な横串組織の構築 
・愛のくに えひめ営業推進本部を設置（Ｈ24年度：再掲） 
・人口問題総合戦略本部を設置（Ｈ26年度：再掲） 
・防災・減災対策の知事直轄化〔防災安全統括部長を設置〕（Ｈ27年度：再掲） 

◎簡素で効率的な組織づくり 

１ これまでの行政改革の取組 

人 

人 

人 

人 

人 

４年間で 161 人削減（削減率 4.2%） 

人 



 

 

5 

 

 

（１）県・市町連携の推進 
 県と市町の連携を協議する場として、知事と 20 市町長で組織する「愛媛県・市町連携推

進本部」を設置し、「愛媛県・市町連携推進プラン」を策定するなど「チーム愛媛」として連

携施策の推進に努めた結果、平成 26 年度までに 107 に及ぶ連携施策を創出し、具体化に向

けた取組を開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事交流の推進 
市町との人事交流については、｢基礎自治体重視｣の県政運営方針のもと、平成 23 年度か

ら新たに｢相互交流｣を制度化し、相乗効果による人材育成の推進や交流職員を絆とした連携

の一層の強化を図っており、実務研修生の受入も含め、平成 24 年度から全ての市町との人

事交流を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 「連携」する改革  

県・市町連携「チーム愛媛」の推進 

愛媛県・市町連携推進本部の設置 

◇平成23年2月設置 
◇知事（本部長）、20市町長により構成 
◇これまで10回本部会議を開催（26年度まで） 
◇新たな連携施策、進捗状況等について検討・協議 

愛媛県・市町連携推進プランの策定 

◇平成23年度以降、毎年度プランを策定 
◇これまで創出した連携施策⇒107 
  愛媛県・市町連携推進プラン     （Ｈ24.3策定） ・・・連携施策数30 
        〃     （平成25年度版）（Ｈ25.2策定） ・・・   〃   23 
        〃     （平成26年度版）（Ｈ26.2策定） ・・・   〃   22 
        〃     （平成27年度版）（Ｈ27.2策定） ・・・   〃   32 
 （施策の内容）   
  ・二重行政の解消や行政の効率化を目指す取組 

・連携によりプラス効果を生み出す取組 
・独自の連携施策創出を図る取組 

１ これまでの行政改革の取組 

市町との人事交流の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町との人事交流の実施状況 

◇人事交流市町数 
     22年度 ： 11市町  ⇒  26年度 ： 20市町 
◇相互交流職員数 
     22年度 ： １名   ⇒  26年度 ： 23名 
◇実務研修生数 
     22年度 ： 12名   ⇒  26年度 ： 22名 

（※22年度の相互交流職員数は県から市への派遣のみ） 
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（３）市町の行政改革の支援（行革甲子園の開催） 
 これまで市町が知恵と工夫を凝らして実施してきた行政改革の取組とノウハウを共有する

ことにより、市町の更なる行政改革を支援するため、市町等が行革事例を発表する「行革甲

子園」を、平成 24 年度及び 26 年度に実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行革甲子園の開催 

「行革甲子園」（Ｈ24.10.10開催） 

◇全20市町から、64事例の応募 
◇知事・市町長ら約300名が出席 
◇一次審査で選ばれた6市町、県、県外1団体が事例発表 
◇西予市の「未来せいよ創造プランプロジェクトの実現」が「えひめ行革大賞」受賞 
◇応募全事例を県ホームページで公表 
◇応募事例を参考に他市町で取り組みが進むなど、行革の広がりに効果 

１ これまでの行政改革の取組 

「行革甲子園2014」（Ｈ26.8.25開催） 

◇全20市町から、46事例の応募 
◇知事・市町長ら約350名が出席 
◇一次審査で選ばれた6市町、県外3団体が事例発表 
◇今治市の「「公の施設等評価及びあり方方針」の策定」が「えひめ行革大賞2014」受賞 
◇応募全事例を県ホームページで公表  
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（１）職員の意識改革（５つの意識改革） 
限られた人員で最大限の効果を発揮するためには、職員一人ひとりがそれぞれの職場にお

いて常に改革意識を持ち、政策課題に積極果敢に立ち向かっていく姿勢で、その能力をいか

んなく発揮する必要があります。その基本となるのが職員の意識であることから、県民に目

線を合わせ、職員が同じ方向性で改善や改革に取り組むことができるよう、「５つの意識改革」

の徹底を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課長級昇任試験制度  
事業の執行や人事・組織管理等の権限を持ち、組織の中核である課長級ポストへの意欲、

能力のある職員の積極的な登用を図るため、平成 23 年度から、「課長級昇任試験」制度を導

入しました。 

試験に合格した新任課長は、地方機関を中心に登用しており、地元産品の販路開拓、地域

高規格道路や防災・減災インフラの整備促進、地域と一体となった「瀬戸内しまのわ 2014」

の実施など、県行政の第一線の司令塔として政策立案能力と調整能力を存分に発揮していま

す。 

また、第１回及び第２回の昇任試験の合格者のうち行政事務職については、２年経過後、

約８割が本庁配属となっており、地方機関での経験を踏まえ、意欲を持って政策の企画・実

施の責任者として活躍しています。 

 

 

 

 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

受験対象者 364 人 354 人 359 人 380 人 

受 験 者 270 人 293 人 302 人 325 人 

合 格 者 63 人 62 人 44 人 50 人 

受 験 率 74.2％ 82.8％ 84.1％ 85.5％ 

【新しい行政改革大綱における目標…受験率 75％以上】 

職員の意識改革に向けた取組（H23～H26） 

５つの意識改革の実践 

２３年度：２２年度の取組に加え、名札裏面への表示を実施  
２４年度：「実践力向上運動」による「５つの意識改革」の“見える化”のため実践事例を収集 
２５年度：「５つの意識改革」実践事例を庁内ＬＡＮに掲載 

「５つの意識改革」実践活動モデル職場の展開（32職場） 
２６年度：「５つの意識改革」実践活動モデル職場の展開（31職場） 

３ 「創造」する改革  

１ これまでの行政改革の取組 １ これまでの行政改革の取組 

課長級昇任試験の実施状況（H23～H26） 
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（３）業務執行リーダー制 
 

高度化・多様化する政策課題に迅速に対応するため、課の業務執行体制を見直し、課長補

佐級職員の役割を“課長のサポート”から“所掌する業務の執行責任者”に改める「業務執

行リーダー制」を、平成 24 年度に全庁に導入し、スピード感のある業務執行体制を構築す

るとともに、組織の活性化や事務処理の効率化を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《イメージ図》

課長 課長補佐 ○○係 課長 主幹 ○○係

技術課長 ○○係 ○○係
補　　　佐

○○グループ 主幹（技術） ○○グループ

○○係 ○○係

　　総括責任者として

　　より強力なリーダー
　　シップを発揮

　　・所掌事務を明確化し、課長の専決権の
　　　一部を権限委譲
　　・課員の超勤命令・事務分担変更の権限

　　　を付与

　　  スピーディかつ弾力的な業務執行体制
　　 の構築

　　・課長のサポート
　　・専決権なし

現 行 改 正

 
  

  

  

  

 

 

 
 

 

 

１ これまでの行政改革の取組 

○所掌する業務のリーダー 

    
 

 
・課長との役割分担による 

意思決定の迅速化（専決

権の付与） 

○課内のコーディネーター 

    
 

 
・所管業務の進行管理 

・課員の業務負担の平準化 

○プレイングマネージャー 

    
 

 
・課員の事務負担を補完 

・事務処理の迅速化 

業務執行リーダーの役割 

○平成 24 年度に業務執行リーダー制を全庁に導入し、主幹を計 261 ポスト設置。併せて超

過勤務命令・事務分担の変更など一般共通決裁事項 15 事項を主幹へ権限委譲。 

○平成 27 年度までに一般共通決裁事項３事項、特定決裁事項 428 事項を主幹へ権限委譲。 

主幹への権限委譲 

業務執行リーダー制の導入・拡充（H24～H27） 
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本県では、「１ これまでの行政改革の取組」に示したとおり、重要な政策課題に対応しな

がら財政の健全化や定員適正化、市町との連携強化、職員の意識改革に取り組み、着実に成

果を上げてきました。 

しかしながら、地域の活力を再生するために不可欠な真の分権型社会の実現を目指すにあ

たり、地方が自立可能な税財政制度が未だ整備されていないなど、国における改革は、内容、

スピードともに十分とは言えません。 

また、高齢化による社会保障関係経費の自然増など、財政需要が増大し、国の財政運営や

経済情勢の動向等によって、県財政は更に厳しい状況に陥る懸念があります。 

その一方で、第六次愛媛県長期計画に掲げる基本政策はもとより、東・中・南予の特性に

応じた独創性・独自性を発揮した地域振興方策の展開、喫緊の課題である防災・減災対策、

人口減少対策や地域経済の活性化などの重要課題への対応が求められています。 

 もとより、行政改革は、地方自治法に定める「地方公共団体は、その事務を処理するに当

っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしな

ければならない。」（第２条第 14 項）という自治体運営の基本原則を具体化する取組にほか

ならず、県民の県政に対する信頼の基礎となるものです。 

 県政運営に対する県民の御理解、御協力をいただくためにも、引き続き徹底した行政改革

に努め、県財政の健全性を保ち続けるとともに、困難な課題にも積極果敢にチャレンジする

組織づくりなど、不断の改革に取り組んでいくことが不可欠です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新たな改革の必要性 

 

◆高齢化による社会保障関係経費の自然増、第六次愛媛県長期計画第２期アクショ

ンプログラムに掲げる重点施策など重要施策の推進 

◆県税収入の動向が不透明な中、基金水準が低いなど県財政の足腰の弱さ 

◆国の財政運営や経済情勢の動向が地方財政に大きな影響 

 

◆県民の安全・安心を守る防災・減災対策 

◆少子高齢化を踏まえた人口減少対策 

◆地域経済の活性化に重点を置き、取組を強化 

政策課題へ対応するために、組織の機能強化と人材育成が必要であるとともに、

自治体同士の連携や多様な主体による協働を通じて愛媛県の総合力を発揮する

ことが不可欠 

 

◆国主導の地方分権改革の停滞 

◆地方が自立可能な税財政制度の未整備 

◆「地方創生」を阻害する規制や枠組み 

（１）真の分権型社会の実現（個性を活かし自立した地方をつくる） 

（２）厳しい財政見通し（県財政の現状と課題） 

（３）政策課題への対応（県民・市町・企業等との一層の連携強化） 

２ 新たな改革の必要性 ２ 新たな改革の必要性 
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（１）真の分権型社会の実現（個性を活かし自立した地方をつくる） 
これまでの地方分権改革では、国が主導する形で、国と地方との関係を、上下・主従の関

係から対等・協力の関係へ改め、機関委任事務制度の廃止や義務付け・枠付けの見直し、地

方への事務・権限移譲、国と地方の協議の場の法制化など一定の前進は図られたものの、真

の地方分権改革の実現には至っていません。 

日本が成熟社会を迎え、少子高齢化と人口減少が進行する中にあって、地方の諸課題は複

雑化しており、画一的な方策ではなく、それぞれの地域の実情に応じた柔軟な対応が求めら

れています。 

また、地域自らの発想と創意工夫による「地方創生」を推進するために、住民に最も身近

な行政を担う基礎自治体の機能強化など、地方分権改革の実現がこれまで以上に強く求めら

れています。 

本県においても、分権改革を国任せにすることなく、地方側から力強く発信するため、国

と地方の協議の場等を有効に活用して、目指すべき地方分権改革の姿や権限・財源の移譲を

訴え、国を突き動かしていくとともに、市町と一体となって二重行政の解消や地方分権を担

う体制づくりに取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２
４
年
度

２
７
年
度

２
５
年
度

２
６
年
度

「地方分権改革推進本部」設置（３月）

「義務付け・枠付けの第４次見直しについて」閣議決定（３月）

「地方分権改革有識者会議」設置（４月）

○第３次一括法 成立（６月）

「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」閣議決定（12月）

「地方分権改革に関する提案募集の実施方針」地方分権改革推進本部決定（４月）

○第４次一括法 成立（５月）

「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」閣議決定（１月）

「個性を活かし自立した地方をつくる
～地方分権改革の総括と展望（中間取りまとめ）～」（12月）

「個性を活かし自立した地方をつくる
～地方分権改革の総括と展望～」（６月）

「平成26年の地方からの提案に関する当面の方針」（10月）

○第５次一括法 成立（６月）

 
 

分権型社会への対応 

◆県の側から真の分権型社会の姿を提示し、分権改革や規制緩和を国へ要請 

◆県と市町が一体となって二重行政の解消や地方分権を担う体制づくり 

国の地方分権改革への取組 

地方が自立可能な税財政

制度の未整備 

「地方創生」を阻害する

国の規制や枠組み 

国主導の地方分権改革の

停滞 

２ 新たな改革の必要性 
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（２）厳しい財政見通し（県財政の現状と課題） 
本県財政の中期の見通しについて、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」や総務省「地

方財政計画」を基に仮試算（平成２７年４月）を行ったところ、平成２８～３０年度までの

３年間の財源不足額は、▲４４２億円と見込まれ、依然として厳しい財政状況が続きます。 

財源不足額が拡大する要因は、歳入面では、地方交付税の抑制基調が続く中で、歳出面で

は、社会保障関係経費が高齢化に伴い大幅に増加し、人件費は退職者数の増加、公債費は臨

時財政対策債の償還増加により高止まりすることにあります。 

また、アベノミクス効果が十分に波及していない本県では、県税収入の動向が不透明であ

り、財源対策用基金水準や自主財源比率が低い本県財政の足腰は弱く、国の財政運営や経済

情勢の動向等によっては、更に厳しい状況に陥る懸念があります。 

このような中、今後見込まれる財源不足へ対処するとともに、公約に掲げる重要施策の積

極的な推進を図るためには、より足腰の強い財政基盤を構築していく必要があります。 
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(年度）（注）数値は当初予算編成時ベース【財源対策前】 、28年度以降は中期財政見通しによる推計
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１９年度
▲３５２
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▲３４７
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▲２８７
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▲１３５
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歳出

２４年度
▲１７５

１８年度
▲４０１

２６年度
▲１０２

２７年度
▲１３７

２９年度
▲１３７

２８年度
▲１４４

３０年度
▲１６１

（億円）

財政構造改革基本方針 財政健全化基本方針 財政健全化基本方針(第２ステージ)

【28～30年度】

・中期財政見通しでは

来年度の財源不足額は▲１４４億円

・３年間合計では ▲４４２億円

県税収入の減少や

地方交付税の大幅な削減

があれば、

財源不足は更に拡大

 
 

 

 

 

中期財政見通し 

◆平成２８～３０年度までの３年間で、▲４４２億円の財源不足が生じる見込み 

◆景気の減速による県税収入の減少、 

国の財政健全化計画に基づく歳出改革で地方交付税等が削減される懸念 

国の動向等が本県財政に大きな影響 

２ 新たな改革の必要性 
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高齢化による社会保障関係経費の増大 

◆高齢化の急速な進展により自然増のみで毎年３０～４０億円ずつ増加する見込み 

臨時財政対策債の償還増加による公債費の高止まり 

◆公債費は平成２０年度をピークに減少してきたが、地方交付税の振替えである 

臨時財政対策債の償還増加により高止まり 

２ 新たな改革の必要性 
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（３）政策課題への対応（県民・市町・企業等との一層の連携強化） 
本県では、第六次愛媛県長期計画の長期ビジョンを平成 23 年９月に策定し、おおむね 10

年後を見据えた愛媛の目指すべき将来像を描きました。 

同計画に掲げる将来像の実現に向け、平成 27 年５月に今後４年間の政策の方向性を示す
第 2 期アクションプログラムを策定し、４つの基本政策、55 の施策からなる取組を実施す
ることとしています。 

第 2 期アクションプログラムでは、独自性の高い“愛媛発”の新たな政策にも着手するこ
ととしており、財政健全化と新たな政策の展開の両立という極めて困難な課題に取り組まな
ければなりません。そのためには、職員一人ひとりの意欲と能力を引き出し、創意工夫と企
画力を発揮できる組織となるよう政策立案機能の強化と人材の育成に取り組むことが急務と
なっています。 

また、同プログラムに基づく政策の展開とともに、南海トラフ巨大地震の発生等に備えた
「防災・減災対策」、少子高齢化を踏まえた「人口減少対策」、県産品の国内外への販路開拓
や観光産業の強化など実需の創出による「地域経済の活性化」の３つのテーマに重点を置い
て取組を強化していくことが必要です。 

さらに、各施策を着実に推進するには、産学官等の連携のほか市町やＮＰＯなど多様な主
体による協働を推進し、愛媛県の総合力を発揮することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
【今後の人口推計】 

 
長期ビジョン策定時は平成32年（2020年）の本県の総人口を1,338千人程度と推計していたが、

国立社会保障・人口問題研究所による推計では、平成 32 年（2020 年）の本県人口は 1,329 千人

となり、平成 52 年（2040 年）には、1,075 千人にまで減少するとされている。 

 

 

 

２ 新たな改革の必要性 

 

◆おおむね10年後を見据えた「愛のくに 愛
え

顔
がお

あふれる愛媛県」を基本理念とする第
六次愛媛県長期計画の長期ビジョンを平成23年９月に策定 

◆長期ビジョンで示した将来像の実現に向け、４年間のアクションプログラムに基づき、
４つの基本政策、55の施策からなる取組を実施 

◆55の施策では、独自性の高い“愛媛発”の新たな政策にも着手 
 
≪重点を置いて取り組む３つのテーマ≫ 

・県民の安全・安心を守る防災・減災対策 
・少子高齢化を踏まえた人口減少対策   
・地域経済の活性化 

◇職員の意欲と能力を引き出し、創意工夫と企画力を発揮できる組織の機能強化
と人材の育成が不可欠 

◇産学官等の連携のほか市町やＮＰＯなど多様な主体による協働を推進し、愛媛
県の総合力を発揮することが不可欠 

政策課題への対応 

「愛のくに 愛
え

顔
がお

あふれる愛媛県」の実現 

推計値 実績値 千人 

年
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〔基本理念〕 
この大綱は、これまで県が推進してきた行政改革の取組と成果を踏まえて、行政運営の効

率化・最適化はもとより、今後の重要施策や新たな課題に対応するための基本的な取組を明

確に示すものです。 

 県では、今後、第六次愛媛県長期計画第２期アクションプログラムに掲げる基本政策を基

軸に取組を強化することとしていますが、施策の積極展開を下支えするためには、不断の改

革・改善を継続し、より足腰の強い行財政基盤を構築する必要があります。 

また、急速に変動する社会経済情勢に即応するとともに、全国の自治体で人口減少対策や

「地方創生」の取組が推進される中で、これまで以上に独自性・創造性を発揮する政策立案

型行政への転換を加速させることが求められています。 

さらに、施策の実効性を高めるには、市町連携や多様な主体による協働を一層拡大し、愛

媛のあらゆる主体が持つ様々な力を「えひめ力」として総結集させることが重要です。 

 このためには、挑戦、実行、オール愛媛、現場主義を基本姿勢に、「困難な課題に積極果敢

に立ち向かう組織・仕組み・人づくり」、「効率と成果を重視する行政運営と連携・協働の強

化」、「『地方創生』に向けた独自性・創造性の発揮」を組織の目指す方向として共有し、職員

が一丸となって改革に取り組む必要があります。 

そこで、新しい行政改革大綱（第２ステージ）では、「『愛
え

顔
がお

あふれる愛媛県』を実現する

ための土台づくり」を基本理念（目的）として、分権時代にふさわしい未来志向の改革に取

り組みます。 

 

〔３つの改革〕 
新しい行政改革大綱（第２ステージ）では、Ⅰ【挑戦と実行】、Ⅱ【オール愛媛】、Ⅲ【現

場主義】を柱に、重要施策の積極的な推進を図るためのより足腰の強い行財政基盤の構築を

推進する「チャレンジ改革」、県民の総合力の発揮を目指して市町との連携強化やＮＰＯ、ボ

ランティア、大学、企業など多様な主体による協働、他県との広域連携などに取り組む「チ

ームワーク改革」、メニュー選択型行政から政策立案型行政への転換を加速する「ボトムアッ

プ改革」の３つの改革に取り組みます。 

 

〔推進に当たって〕 

第５期の行政改革では、歳入歳出両面からの取組を進め、財政健全化を図るとともに、「愛
え

顔
がお

あふれる愛媛県づくり」を支える簡素で効率的な組織づくりを推進し、職員の年齢構成を

勘案した職員採用を行うなど、定員の適正化に取り組んできました。 

また、市町や民間等との連携により愛媛県の総合力を発揮しながら、重要課題に積極果敢

に対応する政策立案型行政への転換を進めてきました。 

しかし、県財政の現状は、高齢化による社会保障関係経費の自然増、喫緊の課題である防

災・減災対策や人口減少対策、地域経済活性化などにより、財政需要が増大する一方、県税

収入の動向が不透明な中で、財源対策用基金水準や自主財源比率が低いなど県財政の足腰は

弱く、国の財政運営や経済情勢の動向によっては、更に厳しい状況に陥る懸念があります。 

今後とも、「改革に終わりなし」の認識のもと、財政健全化を着実に推進するとともに、積

極的な施策展開を図るために、組織体制の簡素化・効率化を追求する姿勢を堅持したうえで、

これらの個々の課題には積極的かつ丁寧に対処します。 

３ 新しい行政改革大綱（第２ステージ）の基本理念と 

３つの改革 

3 新しい行政改革大綱（第 2 ステージ）の基本理念と 3 つの改革 
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第六次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラン」～第２期アクションプログラム～ 

Ⅰ 次代を担う活力ある産業を“創る” 
1 地域に根ざした産業の振興 

2 企業誘致・留置の推進 

3 新産業の創出と産業構造の強化 

4 若年者等の就職支援と産業人材力の強化 

5 快適な労働環境の整備 

6 力強い農林水産業を支える担い手の確保 

7 攻めの農林水産業を展開するための基盤整備 

8 選ばれる産地を目指した技術開発の推進 

9 愛媛産品のブランド力向上 

10 営業力の強化と市場拡大 

11 愛媛の魅力発信力の強化 

12 魅力ある観光地づくり 

13 国際観光・交流の振興 

14 自転車新文化の推進 

15 広域・高速交通ネットワークの整備 

16 地域を結ぶ交通体系の整備 

Ⅱ 快適で安全・安心の暮らしを“紡ぐ” 
17 未来につなぐ協働のきずなづくり 
18 男女共同参画社会づくり 
19 人権が尊重される社会づくり 
20 地域を支える人材づくり 
21 地域集落の機能強化 
22 高齢者がいきいきと暮らせる健康長寿えひめの実現 
23 障害者が安心して暮らせる共生社会づくり 
24 地域福祉を支える環境づくり 
25 生涯を通じた心と体の健康づくり 
26 安全・安心で質の高い医療提供体制の充実 
27 救急医療体制の充実 
28 快適な暮らし空間の実現 
29 ＩＣＴ環境の整備 
30 消費者の安全確保と生活衛生の向上 
31 水資源の確保と節水型社会づくり 
32 交通安全対策の推進 
33 犯罪の起きにくい社会づくり 
34 原子力発電所の安全・防災対策の強化 
35 防災・危機管理体制の充実 
36 災害から県民を守る基盤の整備 

Ⅲ 未来を拓く豊かで多様な『人財』を“育む” 
37 安心して生み育てることができる環境づくり 
38 子ども・若者の健全育成 
39 魅力ある教育環境の整備 
40 確かな学力・豊かな心・健やかな体を育てる 

教育の推進 
41 特別支援教育の充実 
42 教職員の資質・能力の向上 
43 学び合い高め合う生涯学習社会づくり 
44 個性豊かな愛媛文化の創造と継承 
45 スポーツを通じた豊かで活力ある地域づくり 
46 競技スポーツの振興 

Ⅳ 調和と循環により、かけがえのない環境を“守る” 
47 環境教育・学習の充実と環境保全活動の促進 

48 地球温暖化対策の推進 

49 環境への負荷が少ない循環型社会の構築 

50 良好な生活環境の保全 

51 豊かな自然環境と生物多様性の保全 

52 魅力ある里地・里山・里海づくり 

53 再生可能エネルギー等の利用促進 

54 低炭素ビジネスの振興 

55 恵み豊かな森林（もり）づくり 

 

 

 

 

○困難な課題に積極果敢に立ち向かう組織・仕組み・人づくり 

○効率と成果を重視する行政運営と連携・協働の強化 

○「地方創生」に向けた独自性・創造性の発揮 

『愛
え

顔
がお

あふれる愛媛県』を実現するための土台づくり 
～分権時代にふさわしい未来志向の改革 ～ 

基本理念 

進行管理 

数値目標を定めた改革の推進 

必要な取組 

Ⅰ【挑戦と実行】 
チャレンジ改革 

３つの改革 Ⅱ【オール愛媛】 
チームワーク改革 

Ⅲ【現場主義】 
ボトムアップ改革 

不断の改革・改善 「えひめ力」の総結集 
政策立案型行政への

転換 

 
行政改革によって施策の

着実な実行を下支え 

各取組の実行計画（Plan）に基づき、実行（Do）検証（Check）改善

（Action）を繰り返して実効性を確保 

〔推進に当たって〕簡素化・効率化の追求姿勢を堅持するとともに、次の課題には、積極的かつ

丁寧に対処 

・防災・減災対策、人口減少対策、地域経済活性化など喫緊の課題 

3 新しい行政改革大綱（第 2 ステージ）の基本理念と 3 つの改革 

新新新しししいいい行行行政政政改改改革革革大大大綱綱綱（第２ステージ） 
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 本県は、第１期から第５期の改革において、徹底した無駄の削減、組織のスリム化、事務

の合理化に取り組み、国が示した目標をはるかに上回る行政改革の成果を挙げてきました。 

しかし、少子高齢化の進行、住民ニーズの多様化、えひめ国体の準備・開催など、県の行

財政を取り巻く環境は絶えず変化しています。 

行政改革にゴールや終わりはなく、時代潮流の変化を的確に捉え、その変化に柔軟に対応

できる体制を追求するとともに、防災・減災対策、人口減少対策、地域経済活性化などの重

要施策の積極的な推進のためにより足腰の強い行財政基盤の構築を推進し、県民の負託に応

える必要があります。 

このため、これまでの行政改革の成果を踏まえながら、限りある予算と人員を真に必要な

分野に重点的に配分するよう、スクラップ・アンド・ビルドを基本としたメリハリを徹底し

た予算編成や組織の再編等を推進するなど、財政健全化や組織の効率化・活性化等に引き続

き取り組みます。 

また、行政評価システムを有効活用した、効率的・効果的な行財政運営と並行して、内部

管理に必要な業務についても多角的に見直しを行い、公務能率を上げる観点から経費・時間・

成果を比較検討しながら改善に努めます。 

同時に、地方財政は国の税財政制度に大きく左右されることから、国に対して、国・地方

の税源配分のあり方や団体間の税源偏在是正等について、全国知事会等を通じて地方の立場

から強く要請していきます。 

さらに、職場以外での経験や体験から県民ニーズや新たな政策課題に気づき、政策立案や

創意工夫への発想・着想を得るとともに、一人ひとりが使命感とやりがいを持って業務に取

り組むため、職員のワーク・ライフ・バランスの充実に努めます。 

「チャレンジ」改革は、これまでの成果の上に立ち、真の分権型社会の実現を見据え、自

主・自立の覚悟を持って、自ら考え、自ら実行する行財政改革を進め、簡素で効率的な組織

づくりを更に推進する改革です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆厳しい財政状況の中、限られた予算の効率的・効果的な執行、組織の適正な管

理の徹底などを推進し、国の財政運営等の変化にも柔軟に対応できるよう、自

ら考え自ら実行する行財政改革を推進します。 

Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 

【取組の体系】                  （○は重点取組事項） 

（１）財政健全化の推進  

 ①歳出の重点化・効率化 

②歳入の確保 
〇財源対策用基金等の確保 

〇投資的経費等の効果的な執行による実質的な県債残高の圧縮 
〇有利な県債の活用や償還期間の弾力的な運用による将来負担の抑制 

〇自主納税の促進、県・市町連携による滞納額の縮減  

（２）最適な組織体制の構築   

 ①組織の効率化・活性化 

 ②定員及び給与等の適正化 
〇適切かつ計画的な定員管理 

（３）業務マネジメントの向上   

 ①事務事業評価の効果的運用 
〇行政評価システムの有効活用 

 ②業務の効率化・省力化 

 ③財産管理の適正化 

 ④業務継続リスク管理の構築     

 ⑤事務の合理化・成果追及     

Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 
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愛媛県

全国平均

（東京都除く）

重点取組事項 

（1）財政健全化の推進 

 

  

 

 

 

 
 

本県財政は、歳入面では地方交付税の抑制基調が続く中、歳出面では社会保障関係経費の

大幅な増加等により、平成 28～30 年度までの３年間で財源不足額▲442 億円が見込まれ

ており、国の財政運営や経済情勢の動向等によっては、更に厳しい財政状況に陥る懸念があ

ります。 

県では、平成 27～30 年度までの４年間を期間とする「財政健全化基本方針（第２ステー

ジ）」を策定し、今後見込まれる財源不足に対処するとともに、防災・減災対策や人口減少対

策、地域経済活性化などの重要施策の積極的な推進を図るために、より足腰の強い財政基盤

を構築していきます。このため、これまでの財政健全化の取組を継続しつつ、財政健全化基

本方針で設定した３指標の目標値を見直し、スクラップ・アンド・ビルドの徹底によるメリ

ハリの効いた予算編成に努めるなど、更なる取組を推進します。 

 
◎財源対策用基金残高の目標 

 財源対策用基金残高は、財政健全化基本方針（第２ステージ）を踏まえ、全国平均水準の

確保を目標としており、平成２９年度決算時点では 4５６億円となりました。 

 今後も、大規模災害などの不測の

事態や景気変動による財政出動へ

の対応、重要施策の積極的な推進を

図るため、財源対策用基金残高は、

全国平均水準（東京都除く）の 430

億円以上の確保に向け、適正な管理

に努めます。 

 

 

 

 

 
◎実質公債費比率の目標 

 実質公債費比率とは、県の実質的な借金の返済負担の重さを示しており、これが大きくな

ると、財政が硬直化し、各種事業に財源を回せなくなり、社会資本整備や防災対策事業等の 

施策推進に大きな支障が生じます。 

 また、18％以上になると起債許

可団体となり、早期健全化基準であ

る 25％以上になると、財政健全化

団体となり県債の発行が制限され

ます。 

 このため、実質公債費比率は、財

政健全化の目標として現状水準

（11.2％）の維持に努めます。 

 

 

 

Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 

◇財源対策用基金残高：全国平均水準（東京都除く）の 430 億円以上の確保を図

ります。 

◇実 質 公 債 費 比 率：現状維持（11.2％）に努めます。 

◇将 来 負 担 比 率：現状維持（149.7％）に努めます。 
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【歳出の重点化・効率化】 

・行政評価等と連動した予算編成 

・定員適正化の継続 

・オール愛媛での取組の推進 

・防災・減災対策事業等の計画的な推進や公共施設の計画的な維持管理 など 

【国の動向等への機動的な対応】 

・県財政見通しの機動的な見直し 

【歳入の確保】 

・実需創出による税収増や税源移譲、地方交付税確保に向けた国への要請 

・国補助金・交付金の有効活用や民間資金の積極的な導入 

・県債残高の圧縮や有利な県債の活用 など 

財政健全化基本方針（第２ステージ）の取組 
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将来負担比率の推移

愛媛県

全国平均
（東京都除く）

◎将来負担比率の目標 

 将来負担比率とは、県が将来支払うべき負債が、自由に使える経常的収入の何倍あるのか

を示しており、これが大きくなると中長期的に財政が逼迫する危険性が高くなります。 

 さらに、早期健全化基準である 400％以上になると財政健全化団体となります。 

 このため、将来負担比率は、財政健全化の目標として現状水準（149.7％）の維持に努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※３つの目標値（財源対策用基金残高・実質公債費比率・将来負担比率）は、 

決算を踏まえて毎年度見直 

 

 

 

 
◎自主納税の促進、県・市町連携による滞納額の縮減 

 自動車税納期内納付キャンペーンの実施や自動車税のコンビニ収納など納税者の納税機会

の拡大を図るとともに、愛媛県徴収確保対策本部において、徴収率や滞納繰越額の数値目標

を設定したうえで、的確な進行管理を行い、大多数の納期内納税者の視点に立って滞納処分

を前提とした滞納整理を積極的に展開し、徴収率の向上と滞納繰越額の削減を図ります。 

 また、県と市町の協働により発足した「愛媛地方税滞納整理機構」を支援し、市町村税及

び個人県民税の滞納額の縮減、市町の徴収能力の向上、税の公平性の確保、愛媛県における

納税環境の整備に努めます。 

さらに、税収確保の取組における県と市町の連携施策として、２４年度に創設し、順次、

拡大している「税務職員の相互併任制度」については、今後も市町の意向も踏まえながら推

進し、未実施の市町への拡大に努めます。 

◇納税者の視点に立って徴収率の向上と滞納繰越額の縮減を図ります。 

Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 
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重点取組事項 

（２）最適な組織体制の構築 

 

 

 

 

 

〔組織の効率化・活性化〕 
真の分権型社会の到来を見据え、スクラップ・アンド・ビルドを基本とする徹底した組織

の効率化を図り、限りある人員を最大限に活かすとともに、あらゆる知恵を結集して地域に

見合った政策立案を行う組織づくりが不可欠です。 

このため、政策立案機能の充実をはじめ、市町と連携した地域振興施策の一体的推進、さ

らには、行政改革の推進や政策課題に対応する組織の再編・強化など、各種施策を機動的か

つ柔軟に展開できる自主・自立の組織体制づくりに引き続き取り組みます。 

特に、県民の安全・安心を確保するための防災・減災対策や少子高齢化に伴う人口減少対

策、実需の創出による地域経済の活性化、超高齢社会における福祉・医療の充実強化などの

重要課題には、限られた人員を最大限に活用して体制を整備するとともに、縦割型組織から

横串組織への転換を図ることにより、部局横断的かつ迅速に対応できる組織体制を構築しま

す。 

加えて、地方機関では、市町との連携強化や適切な役割分担の下、地域の特性に配慮しな

がら、県民の期待に応えられる広域行政の中核拠点としての機能強化を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇重要課題に対応した組織体制の整備や横串組織への転換など、組織の効率化・

活性化を図るとともに、一般行政部門（知事部局等）の職員を対象とした第６

次定員適正化計画に基づき、定員適正化の取組を継続します。 

Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 

≪地方分権時代への対応≫ 

 

 
 

 

 

 

 

≪重要課題への対応≫ 

 

 
 

 

 

組織の効率化・活性化 

 

各種施策を機動的かつ柔軟

に展開できる自主・自立の組

織体制づくり 

・縦割型組織から横串組織

への転換により、部局横

断的かつ迅速に対応でき

る組織体制の構築 

・限られた人員を効果的に

活用した体制整備 

・政策立案機能の充実 

・市町と連携した地域振興 

施策の一体的推進 

・行政改革の推進 

・各種政策課題への対応 

 

・防災・減災対策 

・人口減少問題への対応 

・地域経済の活性化 

・福祉・医療の充実強化な

ど 

≪地方機関の機能強化≫ 

 

 
 

 

 

 

 

 

県民の期待に応えられる

広域行政の中核拠点とし

ての機能強化 

・市町との連携強化や 

適切な役割分担 

・地域の特性への配慮 
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定員管理の数値目標 

 

〔定員及び給与等の適正化〕 
将来的な財政見通しが依然として不透明な現状においては、業務効率化の徹底はもとより、

市町との連携強化による役割分担の明確化や、民間・ＮＰＯとの連携によるアウトソーシン

グの更なる推進、弾力的な人員配置による応援体制の強化や再任用職員の一層の活用等を図

りながら組織のスリム化・効率化と合わせて、今後も定員適正化の取組を進めていかなけれ

ばなりません。 

その一方で、本県では、平成 27～30 年度までの４年間で、一般行政部門(知事部局等)に

おける退職者数見込みが６５０人という大量退職時代を迎えますが、このような中で、高齢

化社会に対応する医療・福祉の充実・強化、防災・減災対策や人口減少対策、更には地域経

済の活性化など、県政の重要課題に対応していくためには、その担い手となる人材の確保が

極めて重要になります。 

こうした状況を踏まえ、職員の年齢構成の平準化や優秀な職員確保に向けた方策の強化を

図りながら、同時に定員適正化に向けた取組も継続していくこととし、平成 27 年度の一般

行政部門の職員数を、平成 31 年度までに２％（74 人程度）削減する目標を掲げ、適切かつ

計画的な定員管理に努めて参ります。 

なお、他部門(教育、警察及び公営企業部門)においても、法令による職員配置基準等に留意

しながら、一般行政部門に準じた定員の適正化を図ります。 

また、技能労務職については、退職不補充の原則の下、業務の外部委託などの見直しを進

めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与等については、これまでも人事委員会勧告尊重という基本姿勢の下、県民の理解と納

得を得られる適正な給与水準の維持に努めており（平成26年４月ラスパイレス指数：98.9、

パーシェ指数：98.5）、平成２７年度からは、国に準拠して給与制度の総合的見直しに取り

組んでいるところです。 

 今後も、適正な給与水準の確保に努めるとともに、諸手当・旅費についても、他団体の見

直しの状況等を踏まえながら、必要に応じて制度・運用全般の点検と見直しに取り組んでい

きます。 

 

 

 

 

 

 

※ラスパイレス指数：国家公務員の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を

100 とした場合の本県職員の給与水準 

 パーシェ指数  ：本県の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を 100 と

した場合の本県職員の給与水準 

○新しい定員適正化計画（第６次計画） 

  （１）計画期間：平成 28～31 年度（４年間） 

（２）対  象：一般行政部門職員（再任用職員を除く） 

（３）目標数値：２％削減（74 人程度）〔H27.４.１の職員数を基準〕 
※本計画については、今後、定年の引き上げ等の変動要因が生じた場合、適宜見直しを 

図ります。 

Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 
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重点取組事項 

（３）業務マネジメントの向上 

 

 

 

 

〔事務事業評価の効果的運用〕 
本県では、平成 13 年度から導入した行政評価システムにより、人件費を含めた総事業費

を算出し、数値指標を用いて事業の成果を明確化したうえで、必要性、有効性、効率性の観

点で県の事務事業の成果を検証し、より効率的・効果的かつコストパフォーマンスを意識し

た事務執行を目指しています。 

あわせて、評価した事務事業を予算施策に体系化して成果動向等を把握するとともに、限

られた財源の中で予算施策や事務事業の思い切った「選択と集中」を図るため、評価結果を

踏まえて行政成果や課題等を分析し、施策ごとの注力方向や財源配分の決定、事務事業の見

直しを行い、次年度の予算編成に活用します。 

なお、これらの評価結果は全て県民に公表しています。 

③ 財源配分の全庁調整③③ 財源配分の全庁調整財源配分の全庁調整

① 予算施策評価
① 事務事業評価

①① 予算施策評価予算施策評価
①① 事務事業評価事務事業評価

評価結果に基づき
② 部局方針と財源

配分優先度を決定

評価結果に基づき評価結果に基づき
②② 部局方針と財源部局方針と財源

配分優先度を決定配分優先度を決定

全庁的な予算編成方針

A部局方針部局ごとの
予算編成方針

事務事業

予算施策

行政評価を活用した予算編成サイクル

④
全
庁
調
整
の
結
果

に
基
づ
く
予
算
編
成

④
全
庁
調
整
の
結
果

④
全
庁
調
整
の
結
果

に
基
づ
く
予
算
編
成

に
基
づ
く
予
算
編
成

成果の達成度合成果の達成度合

いを確認し、いを確認し、
必要性、有効性、必要性、有効性、
効率性をチェック効率性をチェック

B部局方針 C部局方針

 

政策・事務事業評価システムにおいては、ＰＤＣＡのサイクルをＣ(評価)→Ａ(改善) →Ｐ

(計画) →Ｄ(実行)の順で実行し、成果分析の結果を冷静に受け止めて、各施策目標の達成に

向けた事業見直しや予算編成に反映します。 

 

◇行政評価システムを有効活用して、より効率的・効果的かつコストパフォーマ

ンスを意識した事務執行を目指し、評価結果を基にした成果分析レベルの向上

や一層の自律的な施策改善等に努めます。 

Ⅰ【挑戦・実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 
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また、県民に対する説明責任の徹底や透明性の向上を図るため、平成 19 年度から、民間

有識者による外部評価を導入して、成果指標に基づき事務事業の必要性を明らかにするなど、

評価機能の精度を高めてきたところです。 

さらに、平成 23 年度からは、外部評価委員のメンバーを増員し、外部評価機能の強化・

拡充を図るとともに、評価対象を全部局（９部局）に拡大するなど、評価システムの改善に

取り組みました。 

13 年度～ 事務事業評価制度を導入 

15 年度～ 長期計画に位置付けられた政策の達成度を評価 

17 年度～ 政策の達成度評価を見直し、現在の予算施策評価システムを確立 

19 年度～ 外部評価制度を導入 

23 年度～ 外部評価の対象を３部局から９部局に拡大 

→ 外部評価の実施速度向上  

 

 
平成 27 年度からは、評価結果をもとにした成果分析レベルの向上や自律的な施策改善、

事務事業の改廃に取り組むことにより、地方分権時代に即応できる、一層の経営感覚やコス

ト意識を反映した行政改革に努めます。また、評価の客観性を確保する観点から監査委員へ

評価結果を提供します。 

 

 
 

Ⅰ【挑戦と実行】チャレンジ改革 ～不断の改革・改善～ 
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 真の分権型社会の実現を目指して、広域自治体である県と住民に最も身近な存在である市

町との連携を一層深め、「チーム愛媛」として二重行政の解消やプラス効果の創出を図るとと

もに、県・市町が直面する大きな課題の解決を目指し、行政の総合力を発揮して取り組みま

す。 

また、ＮＰＯ、ボランティア、大学、企業など多様な主体による公的な活動を活性化し、

地域主体の行政運営を図るため、多様な主体の協働による「住民主体の地域づくり」を推進

するなど、更なる取組を進めます。 

さらに、四国他県や瀬戸内各県などの近隣県を始め、政策課題を共有する他県との多面的

な広域連携を進め、共同して効果的な施策展開や課題の解決に取り組みます。 

「チームワーク」改革は、市町、ＮＰＯ、ボランティア、企業など多様な主体による協働

を進めるとともに、他県との広域連携により総合力を発揮し、県民の底力の結集を目指す改

革です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆基礎自治体重視の視点から、市町との連携を軸に、二重行政の解消など、県・市

町が一体となった効率的な行政の推進に取り組みます。 

また、地域住民、ＮＰＯ、ボランティア、大学、企業など多様な主体による協働

を更に進めるとともに、他県との広域連携を図ります。 

Ⅱ【オール愛媛】チームワーク改革 ～「えひめ力」の総結集～  

【取組の体系】                  （○は重点取組事項） 

（１）県と市町との総合力の発揮   

 ①県・市町連携による「チーム愛媛」の更なる推進 
〇県と市町との連携施策の創出 

 ②基礎自治体の機能向上支援 
〇市町に対する相談・サポートの充実 

〇市町の行政改革の支援（行革甲子園） 

 ③県・市町の人事交流の推進 
〇市町との相互交流の拡大 

（２）民間等との連携   

 ①民間活力の積極的な活用  

 ②ＮＰＯ、ボランティア等の多様な主体による協働の推進 
○多様な主体による協働の推進 

 ③規制緩和の推進 

 ④行政データの活用 
○オープンデータによる行政データの積極的提供 

（３）他県との広域連携   

 ①四国４県連携の推進 

 ②多面的広域連携の推進 

Ⅱ【オール愛媛】チームワーク改革 ～「えひめ力」の総結集～ 
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重点取組事項 

（１）県と市町との総合力の発揮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔県・市町連携による“チーム愛媛”の更なる推進〕 
知事と２０市町長で設置した「愛媛県・市町連携推進本部」により、広域自治体である県

と基礎自治体である市町が、これまで以上に連携を深め、“チーム愛媛”として総合力を発揮

しながら、県と市町の二重行政の解消やプラス効果の創出、地域課題の解決を目指して取り

組んでいきます。 

 愛媛県・市町連携推進本部では、連携施策の具体化を目指して、県と市町が協議を進め、

合意が得られたものから速やかに実行に移すとともに、進捗状況の確認やこれまでの連携施

策の拡大・深化を図っていきます。 

 また、これまで築いてきた強固な連携関係を足掛かりとして、人口減少対策など、県・市

町が直面する大きな課題の解決を目指し、“チーム愛媛”が総力を挙げて取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

◇人口減少対策など、県・市町が直面する大きな課題の解決を目指し、“チーム

愛媛”が総力を挙げて取り組みます。 

◇市町の政策形成・立案を支援するため、市町支援担当職員による相談・サポー

トを充実させます。 

◇各市町における行政改革の取組事例を収集し、優良事例を共有する行革甲子園

を開催します。 

◇県・市町の人事交流を推進するとともに、県研修所の受託研修や合同研修を充

実させるなど、市町職員の人材育成を積極的に支援します。 

Ⅱ【オール愛媛】チームワーク改革 ～「えひめ力」の総結集～ 

・取組継続 

 

・新規取組実行 

 

・実績積み重ね 

効果拡大 

県と市町の連携施策の創出 
 

 

 

 

  

“チーム愛媛”の更なる推進 

◆二重行政の解消や行政の

効率化を目指す取り組み 

◆連携によりプラス効果を

生み出す取り組み 

愛媛県・市町連携推進本部の設置（Ｈ23.2） 

◆独自の連携施策創出を図

る取り組み 

○ 知事・20 市町長による連携施策創出に向けた協議 
○「愛媛県・市町連携推進プラン」（24～29 年度版）を策定し、連携施策を創出・実施       

151 に及ぶ連携施策を創出・取
り組み開始（プラン 29 年度版
まで） 

◆県・市町が総合力を発揮し

て解決を図る取り組み 

（取組事例） 

・県と市町の合同庁舎化 

・税務職員の相互併任 

・公衆無線ＬＡＮ環境の整備 

・愛媛マルゴト自転車道の推進 

プラン 27 年度版から取り組み
開始 

・人口減少対策 

・防災・減災対策 

・自転車新文化の創造 
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〔基礎自治体の機能向上支援〕 
市町では、住民と直接向き合い、日々様々な課題に直面するとともに、少子高齢化や環境

問題、情報化の進展、地方分権の推進等、複雑多様化する行政課題への対応に迫られていま

す。 

これらの課題を県と市町が緊密に連携して解決するとともに、市町が積極的かつ的確に政

策形成・立案し、事業展開できるよう、市町振興課及び地方局地域政策課に配置している市

町支援担当職員によるきめ細かな相談・サポート体制を充実・強化していきます。 

また、市町共通の課題やその解決策について、他市町の事例を共有することで、スムーズ

な対応が可能となるよう、平成 23 年度から運用している市町サポート BBS（電子掲示板）

の充実に努めます。 

さらに、各市町においても厳しい財政状況を背景に、県と同様に簡素で効率的な行財政シ

ステムの構築や公共サービスの維持向上に努めるなど、行政改革に取り組んでいます。それ

ぞれが実施している行革の成果やノウハウはもとより、人口減少問題や「地方創生」に向き

合うための取組や課題を県・市町及び市町間で共有し、知恵と工夫を生み出していくため、

行革甲子園を開催し、県、市町が一体となって更なる行政改革を推進します。 

加えて、地方分権改革の下、権限移譲により基礎自治体の役割が一層拡充していく中で、

行政機関、内部組織等の共同設置を始め、複数の自治体が協力して事務事業を実施するなど

広域的な連携の仕組みづくりに取り組むよう助言を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎自治体重視の県政運営 
～ 新たな支援の“三本の矢” ～ 

県 

行革甲子園の開催 

市 町 
 

○政策形成・立案機能の

強化 

 

○行政改革の推進 

 

○新しいまちづくりの

推進 

 

○広域連携の促進 

等 各市町における行政改革の取組事例を収集

し、優良事例を選考・発表 

市町支援担当職員制度の強化 

市町サポート BBS の充実 

市町振興課及び地方局地域政策課に、市町支援担

当職員を配置し、各市町からの相談に対応 

電子掲示板を開設し、市町からの書き込みに対し

て、事例紹介、意見交換、県からの助言等を実施 

Ⅱ【オール愛媛】チームワーク改革 ～「えひめ力」の総結集～ 
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〔県・市町の人事交流の推進〕 
基礎自治体重視の県政運営を進め、県と市町との連携を一層深めるため、県内２０市町と

の人事交流を積極的に推進します。 

また、本格的な地方分権時代において大きな役割を担う基礎自治体が、複雑・多様化する

行政課題に適切に対応していくため、市町の要望も踏まえて、県研修所の受託研修や合同研

修を充実させるなど、市町職員の人材育成を積極的に支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎相互交流による若手職員を中心とした交流の拡大 

 県→市町 

 ・県民により近い目線での行政課題の把握と県施策への反映 

   ・県職員の専門性を生かした市町の様々な行政課題の解決にも寄与 

  市町→県 

・市町職員の広域的・専門的な行政能力の向上 

   ・県と市町の行政課題の相互理解と連携の強化 

 ○相互交流 

22 年度：１市１名  ⇒ 30 年度：20市町１事務組合 26 名 

（※22 年度は県から市への派遣のみ） 

人事交流の拡大 

○基礎自治体重視の県政運営   ○市町との連携強化 

県・市町間の人事交流を積極的に推進 

Ⅱ【オール愛媛】チームワーク改革 ～「えひめ力」の総結集～ Ⅱ【オール愛媛】チームワーク改革 ～「えひめ力」の総結集～ 
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重点取組事項 

（２）民間等との連携 

 

 

 

 

※機械判読に適したデータ形式で、商用利用や再加工が可能な利用ルールで公開されたデータ 

 

〔NPO、ボランティア等の多様な主体による協働の推進〕 
 多様化・複雑化する県民ニーズに適切に対応するとともに、地域が抱える様々な課題を解

決するためには、県民、NPO 法人、ボランティア団体、企業、行政など多様な主体がお互い

の特性を認め合い、連携・協働して住民主体の地域社会づくりを進めることが重要です。 

 このため、「住民の関心と愛着、行政の参加と支援のもとに、地域にかかわる様々な団体、

組織が責任と役割を分担し、連携・協働して地域課題に取り組みながら、住民主体の自治を

確立し、持続可能な地域を創造する。」ことを目指して、ＮＰＯの自立に向け、資源が持続的

に循環するための取り組みを行うモデル事業への助成など、継続的な活動につながるノウハ

ウを蓄積する仕組みを構築するとともに、人材を育成し、県内の多くの地域に協働の取組を

波及させていきます。 

 

〔行政データの活用〕 
 行政が保有する公開可能な統計情報や位置情報等のデータを、機械判読が容易でデータの

二次利用が可能なオープンデータとして提供することにより、民間企業や個人がそれぞれの

アイデアで多種多様に活用できることを可能とし、スマホ用アプリなど便利なアプリを民間

企業や個人自らが作成してインターネット上で配布することにより、新しい住民サービスの

提供や新ビジネスの創出、企業活動の効率化等が期待されます。 

 そこで、すでに公開している統計情報データや各種位置情報などの行政データをオープン

データとして商用利用・再加工する場合の利用ルールを定めることにより、他の様々なデー

タを保有する関係部局がデータを公開できる環境を整備します。 

 また、オープンデータの活用を研究する市民団体等と協議しながら、より活用しやすく、

機械判読に適したデータ形式での公開に向けて検討していきます。 

 

 

 

オープンデータ取組が狙う効果イメージ 

  
                          民間・個人が多様なデータ活用サービスを作成・配布 

行政の役割はデータ公開まで       （民間・個人は、データ活用のビジネス化も可能） 

公開            活用             スマホ向けアプリ  

多様な Web サイト 

 
              改善意見           改善意見 
 

 

◇ 住民主体の地域づくりを進めるための意識醸成や人材育成を推進します。 

◇ 新ビジネスの創出や企業活動の効率化等が期待されているオープンデータ※

について検討し、県行政データを活用できる環境を整備します。 

Ⅱ【オール愛媛】チームワーク改革 ～「えひめ力」の総結集～ 

行政機関 

★ 行政が従来思いつかなかったような新しい住民サービスのアイデアの源泉として期待 
★ オープンデータを分析・提供する新ビジネスの創出、企業活動の更なる効率化の促進 
 

住民 オープン 
データ 

民間・ 
個人 
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厳しい財政状況の中、第六次愛媛県長期計画を効果的に推進するためには、国に依存した

「メニュー選択型行政」から、自立した「政策立案型行政」に転換することが必要です。 

特に、南海トラフ巨大地震の発生等に備えた防災・減災対策の強化や地域経済活性化の鍵

を握る産業振興、超高齢社会に対応する福祉・医療の充実強化など、緊急の重要課題にスピ

ード感を持って積極的に対処しなければなりません。 

本県が目指す「政策立案型行政」は、地域課題の解決に向けた政策を企画立案するととも

に、創意工夫をもって実行し、政策目標を達成する前向きな行政を推進するものです。 

そのため､戦略性・機動性・柔軟性の高い組織づくりや､政策の質を高めるトップマネジメ

ント機能の強化、庁内分権による意思決定の簡素化・迅速化を図るとともに、長期計画を着

実に推進するため、部局横断的な政策立案・調整機能の強化に取り組みます。 

また、職員一人ひとりの意欲と能力を引き出し発揮できるよう職員の意識改革と能力開発

を進めます。 

さらに、真の分権型社会の実現を目指し、現場を知る地方の立場から力強く積極的な政策

提言を行います｡ 

「ボトムアップ」改革は、地方分権の進展を見据え、職員の意識改革や能力開発により、

創造的な施策を立案・実行できる人材の育成を進めるとともに、創意工夫や企画力が最大限

発揮できる組織づくりを推進し、政策立案型行政への転換を加速する改革です。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ 

◆急速に変動する社会経済情勢の中、その時代ごとに求められる真の県民ニーズ

を的確に把握し、適正に対応するため、職員の意識や政策立案能力を高めると

ともに組織としての機能強化に取り組みます。 

【取組の体系】                  （○は重点取組事項） 

（１）組織のさらなる成長  

 ①政策立案機能の強化 
〇部局横断的な企画調整機能の強化 

 ②機動的な執行体制づくり 
○人口減少対策等の部局横断的課題に対応するための横串組織の構築 

（２）職員能力の向上  

 ①職員の意識改革 
〇５つの意識改革の実践 

 ②能力・実績重視型の人事管理 
〇課長級昇任試験による人材の登用 

 ③人材育成の推進 

（３）県民意見の反映  

 ①県民対話型県政の推進 
○審議会等の活性化及び公開の推進 

 ②県民意見の反映手段の充実 

（４）現場起点による国への提言強化  

 ①国への提言・情報発信 
〇国への積極的な政策提言 

 ②地域の実情に応じた権限移譲の推進 
〇義務付け・枠付けの見直しへの対応 

 ③国の地方分権改革への対応 

Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ 
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重点取組事項 

（１）組織のさらなる成長 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔政策立案機能の強化〕 
 地方分権時代の到来に対応していくためには、国依存の「メニュー選択型行政」から、創

意工夫や企画力を発揮して重要課題に積極果敢に対応する「政策立案型行政」への転換を図

る必要があります。 

このため、部局横断的な課題に対応できるよう、プロジェクトチームを積極的に活用する

とともに、各部局の政策推進班を活用した部局間連携の一層の充実など、今後、ますます複

雑・多様化する重要課題にスピード感を持って対応できるよう、組織の企画立案機能の更な 

る強化を図ります。 

また、地域の活力向上に向け

た施策を総合的かつ一体的に

企画・推進するため、市町との

連携を拡大・深化するとともに、

人口減少対策をはじめ、実需の

創出による経済活性化、超高齢

社会に対応する福祉・医療の充

実強化など、組織体制の整備に

取り組みます。 
 

 

 

 

〔機動的な執行体制づくり〕 
各部局や地方機関が自らの

責任と判断により迅速に政策

を推進できるよう、課の統括責

任者である課長、業務執行リー

ダーである主幹、更には地方機

関に対する権限委譲等による 

庁内分権を進めるとともに、各部の「管理局」を所管業務が分かりやすい名称に変更し、従

来にも増して局長に対外的折衝を担わせるなど、局長、課長、主幹が職位に応じた役割を発

揮し、効率的・効果的に業務を執行する体制を構築します。 

また、政策課題に迅速に対応する組織づくりに向け、主幹級職員をリーダーとする機動的

な業務執行体制の効果的な運用を図るとともに、組織の中核である課長級ポストへの意欲、

能力のある職員の積極的な登用を図ります。 

さらに、地域経済の活性化や防災・減災対策の推進、人口減少問題への対応など部局横断

的な課題に対応するため、例えば「営業本部」のように司令塔機能を担う部門を必要最小限

の人員で設置したうえで、各部局の既存の組織と連携して柔軟かつ効果的に施策・事業を推

進する横串組織の構築などに取り組みます。 

◇創意工夫や企画力を発揮して重要課題に対応する「政策立案型行政」への転換を

図るとともに、地域の活力向上に向けた施策を総合的かつ一体的に推進するため

の組織体制を整備します。 

◇庁内分権を推進し、職位に応じた役割を発揮する機動的な組織体制の構築に取り

組むとともに、部局横断的な課題に柔軟かつ効果的に対応する「横串組織」の構

築などに取り組みます。 

 

Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ 

○地域課題の複雑化・高度化  

○真の分権型社会の実現 

◎政策立案機能の強化 

・企画立案部門の強化 

・プロジェクトチームの積極的な活用 

・地域の活力向上に向けた推進体制の整備 

◎機動的な執行体制づくり 

 ・庁内分権の推進 

・局長・課長・主幹級職員の職位に応じた役割の明確化 

・部局横断的な課題に既存組織と連携して取り組むための横

串組織の構築 

創意工夫や企画力を発揮して重要課題に積極果敢に対応

する「政策立案型行政」への転換を図ることが必要 

政策立案型組織づくり 

具体的な取組内容 
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重点取組事項 

（２）職員能力の向上 

 

 

 

 

 

 

〔職員の意識改革〕 
 限られた人員で最大限の効果を発揮するためには、職員一人ひとりがその能力をいかんな

く発揮するとともに、それぞれの職場において常に改革意識を持ち、政策課題に積極果敢に

立ち向かっていく必要があります。 

その基本となるのが職員の意識であることから、県民に目線を合わせ、職員が一体感を持

って困難な課題に取り組むことができるよう、これまでモデル職場を選定し、取り組んでき

た「現場力向上運動」の実践力向上活動を全庁展開して「５つの意識改革」をより一層徹底・

実践します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの意識改革 

１ 「何故できないか」から「どうすればできるか」へ 
新たな事業・課題に取り組むにあたり、問題に直面した際に、できない理由を

考えるのではなく、様々な角度からアプローチを試みて、どうすればそれを実現

することができるかを常に考える。 

２ 「自治体に倒産はない」から「自治体に倒産はありえる」へ 
自治体に倒産はないとの固定概念を捨て、時代の変革により、自治体にも倒産

はありえることを認識し、経営感覚及びコスト意識を持って職務にあたる。 

３ 「やってあげる」から「一緒にやる」へ 
国や市町とは、役割分担はあっても上下関係はないとの認識を持つとともに、

県民に対しては、やってあげるという意識ではなく、一緒にやる、やらせていた

だくという姿勢を常に持ち続け、県民との信頼関係を構築する。 

４ 「失敗を隠す」から「失敗を積極的に明らかにする」へ 
失敗を恐れて挑戦をあきらめるのではなく、原因を分析して次の機会に生かす

とともに、失敗を積極的に明らかにして県民等からの声を受け止め、速やかに改

善策を実行することで、失敗を成長の糧に変える。 

５ 「情報に振り回される」から「情報を活用する」へ 
与えられる情報を待つだけではなく、社会経済情勢を見通して情報を積極的に

収集する基本姿勢を身につけるとともに、適切に分析して情報を活用する。 

◇「５つの意識改革」を徹底・実践します。 

◇課長級昇任試験の実施など、能力・実績重視型の人事管理に取り組むとともに、

職員研修の充実、民間や国の省庁への派遣等により困難な課題に積極果敢にチャ

レンジする人材を育成します。 

Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ 
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〔能力・実績重視型の人事管理〕 
 職員の能力・業績・意欲を重視した人事評価を実施し、人事管理や給与への適切な反映に

取り組みます。 

特に、事業の執行や人事・組織管理等の権限を持ち、組織の中核である課長級ポストにつ

いては、面接重視の課長級昇任試験を行い、意欲・能力のある職員を積極的に登用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔人材育成の推進〕 
困難な課題に、“スピード感”を持って、“前向き”に取り組み、“結果を追求”する実践型

職員の育成を図るため、人材育成方針に基づく職員研修の充実とともに、民間・国・国際関

係機関等との人事交流や事務職と技術職の人事交流を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

◎能力・実績を反映した適正な人事評価 

◎多面的な評価（部下が上司を評価する仕組み「部下職員からの声の反映」） 

◎能力・実績を反映した給与制度の運用 

職員の能力・業績・意欲を重視した人事評価の実施  

 

◎庁内公募制の活用 

◎職員表彰制度の見直し（困難な行政課題へのチャレンジを促す職員表彰） 

職員の「やる気」を引き出す仕組みづくり 

 

◎組織の中核である課長級ポストへの意欲、能力のある職員の積極的な登用 

課長級昇任試験制度による人材の登用 

能力・実績重視型の人事管理 

Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ 

 

・困難な課題に、“スピード感”を持って、“前向き”に取り組み、“結果を追求”する実践型職員を

育成 

人材育成方針に基づく職員研修の充実 

 

・県職員の枠を超えた企画力や発想力、民間のコスト感覚など、より高い資質や能力の修得 

・高度な専門知識や実践的な行政能力、国際感覚や国際実務能力、対外的に打って出る民間

の経営ノウハウを身につけた人材の育成 

民間、国、国際関係機関等との人事交流の推進 

 

・異なる分野の業務を経験することにより、職員の視野の拡大を図るとともに、事務・技術双方

に刺激を与え、新しい発想を生む土壌をつくる  

事務職と技術職の人事交流の促進 

政策立案型の人材育成 
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重点取組事項 

（３）県民意見の反映 

 

 

 

 

〔県民対話型県政の推進〕 
 県民参加による公正で開かれた県政を推進するため、各種施策の企画立案、政策決定、執

行等の過程において、広く県民各界の意見や専門的知識を反映させる重要な役割を果たして

いる審議会等の会議を原則公開し、その審議等の状況を明らかにしていきます。 

 また、県政の政策・方針決定過程に男女が社会の対等な構成員として参画する機会を確保

するため、これまで以上に女性委員の登用率向上に努めるとともに、県民の声を県政に積極

的に反映できるよう、審議会等委員の公募を推進します。 

 

 

◇公正で開かれた県政を推進するため、審議会等を原則公開するとともに、県の政

策・方針決定過程への県民参加を促進するため、審議会等委員の公募の推進と女

性委員の積極的な登用に努めます。 

県の審議会等への女性委員の登用率の推移 
（人） 

 

％ 

40.9% 

Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ 
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重点取組事項 

（4）現場起点による国への提言強化 

 

 

 

 

 

 

〔国への提言・情報発信〕 
 国における地方分権改革は、内容、スピードともに十分とは言えませんが、地域の活力を

再生し、地方が独創的で自立した行政運営を行うためには、国と地方の役割分担を明確にし

たうえで、地域自らの発想や創意工夫により「地方創生」を図ることが必要です。 

 そのためには、支障となる規制の緩和や地方への権限・財源の大胆な移譲等の地方分権改

革をスピード感を持って進めなければなりません。 

 特に、社会保障関係経費の増加等に見合った地方交付税の確保をはじめ、地方消費税の充

実等の税制抜本改革による安定的で偏在性の少ない地方税制体系の早期実現など、地方税財

源の充実・強化を強く求めていきます。  

 地方分権改革は、「地方創生」を推進する基盤となるものであるため、県は、地域の実情や

課題に精通する市町や団体等の意見を汲み取り、国の提案募集制度などを活用して権限移譲

や規制緩和に向けた積極的な政策提言や情報発信を行い、あるべき道筋に沿った改革の断行

を働きかけていきます。 

 

〔地域の実情に応じた権限移譲の推進〕 
現在、地方自治体には、法令で義務付けられた事務や権限が限定された事務が多数あり、

これらの義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大を内容とする法改正が順次進められ

ています。 

このため、県でも、地域ニーズを把握し、自らの判断と責任により地域の実情に合った基

準の設定や施策の推進に取り組むほか、法改正によって市町に権限移譲される事務について

は、円滑に対応できるよう情報提供や支援に努めます。 

また、地方分権改革プロジェクトチームにおいて、他県における広域行政の動向等を踏ま

えながら、広域自治体の在り方について検討するなど、地方分権改革の主体的な調査・研究

に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ【現場主義】ボトムアップ改革 ～政策立案型行政への転換～ 

◇地域の実情や課題を現場で汲み取り、国に対する積極的な政策提言、情報発信に

取り組みます。 

◇国の義務付け・枠付けなどの見直しに的確に対応するとともに、地域の実情に応

じた市町への権限移譲に関する支援や情報提供に努めます。 
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（１）推進期間 
  平成 27～ 30 年度までの４年間を推進期間とします。 

（２）進行管理 
  改革の推進に当たっては、個別の改革項目別に具体的な取組内容、スケジュール等を示

した実行計画を策定します。 

  実行計画に基づき、改革を実行する過程では、適宜知事を本部長とする愛媛県行政改革・

地方分権戦略本部において、実施状況の確認、進行管理を行うとともに、取組事項の進捗

状況や新たな課題の発生などを踏まえて、改革の取組の見直しを行います。 

また、進捗状況は、県議会や愛媛県行政改革・地方分権推進委員会に報告し、御意見や

御提言をいただくとともに、目標設定事項の達成状況を示すことにより県民に分かりやす

く公表していきます。 

（３）機動的・弾力的対応 
  毎年の実行計画の見直しと合わせて、社会経済情勢の急激な変動や国の財政運営・制度

の大幅な変更等があった場合には、取組内容を拡大強化することを含め、機動的・弾力的

に対応します。 

 

推 進 体 制 

（ＰＤＣＡサイクル） 

 

４ 推進期間・進行管理 

 

社会経済情勢の急激な変

動等があった場合には、機

動的・弾力的に対応 

4 推進期間・進行管理 



 

 

35 

 

 
全庁が一丸となって目標の達成に取り組み、推進期間中に改革の成果を踏まえて改善を加

えるため、具体的な数値目標や実施目標を設定するとともに、毎年度分かりやすく改革の進

捗状況を公表します。 

特に、財政健全化や定員管理など重点取組事項に関するものについては、重点目標として

位置付け、目標が達成できるよう重点的に取り組みます。 

 

Ⅰ　【挑戦と実行】　チャレンジ改革　～不断の改革・改善～
基本
施策

No 目標設定事項 数値目標等

1
自主納税の促進、県・市町連携による滞納額の縮減
（徴収率の向上）

県税徴収率平成27年度の全国３位水準を上回る（32年
度）【参考】27年度全国３位水準（98.57%～98.81%）

2
自主納税の促進、県・市町連携による滞納額の縮減
（滞納額の縮減）

自動車税の滞納繰越額27年度末の1/3に削減（32年度）
【参考】27年度末の滞納繰越額約２億1千万円

3 広告料収入の確保（新たな広告料収入の確保策の検討） 広告事業件数年間25件以上（毎年度）

4 未回収債権（税外）の回収強化 県庁全体の未収額の縮減

5 ふるさと愛媛応援寄附金の普及啓発 ふるさと納税者の促進（該当ＨＰへのアクセス件数）

6
投資的経費等の効果的な執行による実質的な県債残高の圧縮
（将来負担比率の抑制）

現状（149.7％）を維持
※毎年度決算を踏まえて見直し

7
有利な県債の活用や償還期間の弾力的な運用による将来負担の抑制
（実質公債費比率の抑制）

現状（11.2％）を維持
※毎年度決算を踏まえて見直し

8 財源対策用基金等の確保（財源対策用基金残高の確保）
全国平均水準（東京都除く）の430億円以上を確保
※毎年度決算を踏まえて見直し

9
公営企業の経営健全化
（未収金の徴収対策強化（病院事業））

未収金の縮減

10
公営企業の経営健全化
（東予インダストリアルパークの早期分譲）

28年度まで　12ha（完売）

11
総合教育会議の活用による知事部局と教育委員会との連携強化
（教育に関する大綱の策定）

「愛媛県教育振興に関する大綱」を策定（27年度）

12
適切かつ計画的な定員管理
（目標数値等を踏まえた計画的な定員管理）

27年度の一般行政部門職員数を４年間で２％（74人程
度）削減

13 行政評価システムの有効活用（評価システムの改善）
行政評価（内部評価）による事務事業の見直し率60％
（30年度）

14 事務改善職員提案募集の実施 ４年間で160件以上（1年40件程度）

15 県立学校における教育情報化の推進（研修・デジタル教材の開発等） ICT研究実践校を11校まで拡大する（30年度）

16
県有財産の適正な管理の推進
（本庁舎ＥＳＣＯ導入による維持管理費の削減）

18年度から15年間の累計で約３億３千万円削減

17 県出資法人の経営評価（県の関与の適正化） 県派遣職員逓減計画の作成率100％

18 県出資法人の経営評価（自主性・自律性の向上） 中長期計画の策定率100％

19 公の施設の見直し（県直営施設の見直し）
県営住宅への指定管理制度導入促進
（19団地→48団地）

20
公共土木施設維持管理システムの構築
（個別施設計画(長寿命化計画）の策定）

30年度までに対象施設すべての個別施設計画（長寿命
化計画）を策定

21
ICT分野の業務継続計画（ICT-BCP）のマネジメントの実施
（ICT分野の業務継続計画の見直し）

業務継続計画（本庁版BCP・地方局版BCP）の見直し後
の速やかな計画の見直し

22
業務継続計画（ＢＣＰ）のマネジメントの実施
（業務継続計画の見直し）

県地震被害想定の見直しに伴う、業務継続計画の見直
し（27年度）

23
業務継続計画（ＢＣＰ）のマネジメントの実施
（災害時行動計画の見直し）

28年度までに県地震被害想定の見直しに伴う、災害時
行動計画の見直し

24
公務能率の向上やワーク・ライフ・バランスの充実を図る職場づくり
（超過勤務の縮減）

全職員の年間超勤時間360時間以下（毎年度）

25
公務能率の向上やワーク・ライフ・バランスの充実を図る職場づくり
（年次有給休暇の取得促進）

年次有給休暇の取得目標　15日（毎年度）

26
公務能率の向上やワーク・ライフ・バランスの充実を図る職場づくり
（育児休暇の取得）

全ての男性職員が育児休暇を取得（取得率100％）（毎
年度）

27
限られた時間・財源の中で最大の効果の発揮
（依頼様式の統一化）

　様式の試行導入（27年度）、改善（28～29年度）
　定着（30年度）

財
政
健
全
化
の
推
進

最
適
な
組
織
体
制
の
構
築

業
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
向
上

※○は重点目標、下線は新規事項  
 

５ 目標設定事項 

5 目標設定事項 
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基本
施策

No 目標設定事項 数値目標等

28
県と市町の地域の特性に応じた政策課題に対する協議
（地域政策懇談会の開催）

地方局ごとに２回程度実施（毎年度）

29 県と市町との連携施策の創出
県・市町連携推進本部会議を開催し、県と市町の連携
を進める

30 税務職員の相互併任制度の推進 市町の意向も踏まえながら、未実施の市町へ拡大

31
「県権限移譲推進指針」に基づく市町への権限移譲
（プログラムに基づく権限移譲の推進）

権限移譲具体化プログラム（一律移譲）の権限移譲数
396

32 市町に対する相談・サポートの充実（市町支援担当職員制度の運用） 200件以上の活動（訪問、電話等）実績（毎年度）

33 市町に対する相談・サポートの充実（市町サポートＢＢＳの運用） 50件以上の行・財・税政情報の提供（毎年度）

34 市町の行政改革の支援（行革甲子園の開催） ３年に１回程度開催

35
市町の公共施設等の総合的かつ計画的な管理への支援
（市町との講習会、相談会等の開催）

29年度までに全市町が計画を策定

36 市町との相互交流の拡大 20市町との人事交流（毎年度）

37
金融機関や経済団体等との連携の推進
（商談会の開催・展示会への出展）

開催回数　４回以上（毎年度）

38
多様な主体による協働の推進（中間支援組織を活用した地域協働の推
進）

中間支援組織に対する支援
３団体（毎年度）

39
多様な主体による協働の推進
（ＮＰＯ自立促進）

毎年度３事業程度（30年度まで）

40
多様な主体による協働指針に基づくＮＰＯへの支援
（ＮＰＯ相談窓口等の設置・運営）

ＮＰＯ法人数　500法人（30年度）

41
ＮＰＯ・ボランティア団体等のネットワーク化の推進
（多様な主体による協働会議の開催）

２回開催（毎年度）

42
ＮＰＯ法人を支える仕組みづくりの推進
（ＮＰＯ法人への活動助成の実施）

12団体へ助成（毎年度）

43
ＮＰＯ法人を支える仕組みづくりの推進
（ＮＰＯ法人の育成支援）

事業力向上セミナーを実施（毎年度）

44
県・市町職員の意識改革のための説明会及びＮＰＯ等との協議の場の
提供（協働推進研修会の実施）

１回開催（毎年度）

45
オープンデータによる行政データの積極的提供
（オープンデータの環境整備）

オープンデータの利用ルールの策定及び公開環境の整
備（27年度）

46 四国各県との連携の推進 四国４県連携施策数30以上（毎年度）

47 中四国・九州近隣各県との連携、協調の推進 各県との連携事業数27以上（毎年度）

基本
施策

No 目標設定事項 数値目標等

48 部局横断的な企画調整機能の強化（政策推進班の活用） 政策推進班による会議を必要に応じ開催

49 人口減少対策等、部局横断的課題に対応するための横串組織の構築
各部局の既存の組織と連携して機動的かつ効果的に施策・事業
を推進する「横串組織」の構築に取り組む

50 ５つの意識改革の実践（５つの意識改革の徹底） 各職場における啓発研修実施率100％（毎年度）

51
課長級昇任試験による人材の登用
（課長級昇任候補者選考試験の実施）

受験率75％以上（毎年度）

52 人材育成方針に基づく職員研修の充実
効果的かつ実践的な研修カリキュラムを検討し、その充実・強
化を図るほか、職場研修や自己啓発を推進

53 審議会等の活性化及び公開の推進（審議会の見直し） 10人を超える審議会等の減少

54 審議会等の活性化及び公開の推進（女性委員登用率向上） 登用率（32年度：45％）

55
情報提供・広聴・相談サービスの充実
（広報戦略の推進と県政情報の効果的な提供）

県政情報の周知度90％以上（毎年度）

56
情報提供・広聴・相談サービスの充実
（「知事とみんなの愛顔でトーク」の開催）

6回程度開催（毎年度）

57 県政出前講座の開催 県政出前講座開催件数70回以上（毎年度）

58 パブリック・コメント制度の推進（パブリック・コメントの積極的な推進） 30件以上実施（毎年度）

59 国への積極的な政策提言 国の提案募集制度の積極的な活用

60
義務付け・枠付けの見直しへの対応（義務付け・枠付けの見直しと条
例制定権の拡大による地域の実情に合った基準の設定）

地域の実情に即した独自基準の設定

※○は重点目標、下線は新規事項
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Ⅲ　【現場主義】ボトムアップ改革　～政策立案型行政への転換～
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Ⅱ　【オール愛媛】　チームワーク改革　～「えひめ力」の総結集～
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①歳出の重点化・効率化

ア　外部評価、事務事業評価と連動した予算編成の推進

イ　スクラップ・アンド・ビルドを基本とした重要施策の積極的な推進

ウ　県単独補助金や国の外郭団体等への負担金の見直し

エ　大規模事業等の計画的な執行

オ　公共施設の計画的な維持管理・改修・改築等

②歳入の確保

ア　国の補助金・交付金の有効活用や民間資金の積極的な導入

イ　自主納税の促進、県・市町連携による滞納額の縮減

滞納額の縮減

ウ　使用料・手数料の定期的な見直し

エ　県有財産の売却・利活用

オ　広告料収入の確保

カ　未回収債権（税外）の回収強化

キ　ふるさと愛媛応援寄附金の普及啓発

ク　投資的経費等の効果的な執行による実質的な県債残高の圧縮

将来負担比率の抑制

現状（149.7％）を維持

　　※　毎年度決算を踏まえて見直し

ケ　有利な県債の活用や償還期間の弾力的な運用による将来負担の抑制

実質公債費比率の抑制

現状（11.2％）を維持

　　※　毎年度決算を踏まえて見直し

コ　財源対策用基金等の確保

財源対策用基金残高の確保

全国平均水準（東京都除く）の430億円以上を確保

　　※　毎年度決算を踏まえて見直し

Ⅰ　【挑戦と実行】チャレンジ改革　　～不断の改革・改善～

（１）財政健全化の推進

目標

1

徴収率の向上

県税徴収率平成27年度の全国３位水準を上回る（32年度）

【参考】27年度全国３位水準（98.57％～98.81％）

2
自動車税の滞納繰越額27年度末の1/3に削減（32年度）

【参考】27年度末の滞納繰越額約２億1千万円

目標 7

目標 3 広告事業件数年間25件以上（毎年度）

目標 4 県庁全体の未収額の縮減

目標 5 ふるさと納税者の促進（該当ＨＰへのアクセス件数）

目標 6

目標 8

新

新

新

新

重点取組事項

ゴシックは重点目標

新規の具体的取組

新規の目標設定

新

新

新

 
 

6 改革に向けた具体的取組と目標設定 

６ 改革に向けた具体的取組と目標設定 
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（２）最適な組織体制の構築

①組織の効率化・活性化

ア　自主・自立の組織体制づくり

イ　人口減少対策等、部局横断的課題に対応するための横串組織の構築 

ウ　福利厚生事業の見直し

エ　公営企業の経営健全化

東予インダストリアルパークの早期分譲

　　29年度まで　　12ｈａ（完売）

オ　県立学校の再編整備

カ　総合教育会議の活用による知事部局と教育委員会との連携強化

教育に関する大綱の策定

　　「愛媛県教育振興に関する大綱」を策定（27年度）

②定員及び給与等の適正化

ア　適切かつ計画的な定員管理

イ　雇用と年金の接続を踏まえた人材活用

ウ　技能労務職の見直し

エ　給与制度・運用の見直し

目標

9

未収金の徴収対策強化（病院事業）

　　未収金の縮減

10

目標 11

目標 12

目標数値等を踏まえた計画的な定員管理

　　27年度の一般行政部門職員数を４年間で２％（74人程度）削減

新

新

新

新

新

 
 

 

6 改革に向けた具体的取組と目標設定 
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①事務事業評価の効果的運用

ア　行政評価システムの有効活用

イ　包括外部監査制度の有効活用

ウ　公共事業評価システムの推進

エ　監査委員による行政監査の強化

②業務の効率化・省力化

ア　事務改善職員提案募集の実施

イ　行政手続条例の適正な運用

ウ　効果的な情報システムの導入の推進

エ　入札・契約制度の適正な運用

オ　県立学校における教育情報化の推進

③財産管理の適正化

ア　県有財産の適正な管理の推進

イ　県出資法人の経営評価

自主性・自律性の向上

　　中長期計画の策定率100％

ウ　公の施設の見直し

エ　公共土木施設維持管理システムの構築（個別施設計画(長寿命化計画)の策定）

④業務継続リスク管理の構築

ア　ＩＣＴ分野の業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）のマネジメントの実施

イ　業務継続計画（ＢＣＰ）のマネジメントの実施

⑤事務の合理化・成果追及

ア　事務改善職員提案募集の実施（再掲）

イ　公務能率の向上やワーク・ライフ・バランスの充実を図る職場づくり

ウ　限られた時間・財源の中で最大の効果の発揮

依頼様式の統一化

（３）業務マネジメントの向上

目標 13
評価システムの改善

　　行政評価（内部評価）による事務事業の見直し率60％(30年度)

目標 14 ４年間で160件以上（１年40件程度）

目標 15
研修・デジタル教材の開発等

　　ICT研究実践校を11校まで拡大する（30年度）

目標 16
本庁舎ＥＳＣＯ導入による維持管理費の削減

　　18年度から15年間の累計で約３億３千万円削減

目標

17
県の関与の適正化

　　県派遣職員逓減計画の作成率100％

18

業務継続計画の見直し
　　県地震被害想定の見直しに伴う、業務継続計画の見直し（27年度）

23
災害時行動計画の見直し
28年度までに県地震被害想定の見直しに伴う、災害時行動計画の見直し

目標 19
県直営施設の見直し

　　県営住宅への指定管理者制度導入促進（19団地→48団地）

目標 20 30年度までに対象施設すべての個別施設計画（長寿命化計画）を策定

　　年次有給休暇の取得目標　15日（毎年度）

26
育児休暇の取得
　　全ての男性職員が育児休暇を取得（取得率100％）（毎年度）

目標 21

ＩＣＴ分野の業務継続計画の見直し

　　業務継続計画（本庁版BCP・地方局版BCP）の見直し後の速やかな

　計画の見直し

目標

22

目標 27
　　様式の試行導入（27年度）、　改善（28～29年度）、　定着（30年度）

目標

24
超過勤務の縮減

　　全職員の年間超勤時間360時間以下（毎年度）

25
年次有給休暇の取得促進

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

6 改革に向けた具体的取組と目標設定 
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①県・市町連携による「チーム愛媛」の更なる推進

ア　県と市町の地域の特性に応じた政策課題に対する協議

地域政策懇談会の開催

　　地方局ごとに２回実施（毎年度）

イ　県と市町との二重行政の解消

ウ　県と市町との連携施策の創出

県と市町による連携施策の具体化

　　県・市町連携推進本部会議を開催し、県と市町の連携を進める

エ　自主納税の推進、県・市町連携による滞納額の縮減（再掲）

税務職員の相互併任制度の推進

　　市町の意向も踏まえながら、未実施の市町へ拡大

②基礎自治体の機能向上支援

ア　「県権限移譲推進指針」に基づく市町への権限移譲

プログラムに基づく権限移譲の推進

　　権限移譲具体化プログラム（一律移譲）の権限移譲数396

イ　市町に対する相談・サポートの充実

市町支援担当職員制度の運用

　200件以上の活動（訪問、電話等）実績（毎年度）

ウ　市町の行政改革の支援（行革甲子園）

行革甲子園の開催

　　３年に１回程度開催

エ　市町の公共施設等の総合的かつ計画的な管理への支援

市町との講習会、相談会等の開催

　　２９年度までに全市町が計画を策定

③県・市町の人事交流の推進

ア　市町との相互交流の拡大

人事交流の拡大

　　20市町との人事交流（毎年度）

イ　市町職員の人材育成への支援

Ⅱ 【オール愛媛】チームワーク改革　～「えひめ力」の総結集～

（１）県と市町との総合力の発揮

目標 28

目標 29

目標 30

目標 31

目標

32

33
市町サポートＢＢＳの運用

　50件以上の行・財・税政情報の提供（毎年度）

目標 34

目標 35

目標 36

重点取組事項

ゴシックは重点目標

新規の具体的取組

新規の目標設定

新

新

新

新

新

新

新

 
 

6 改革に向けた具体的取組と目標設定 
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①民間活力の積極的な活用

ア　民間企業等経験者の採用

イ　任期付研究員制度及び任期付職員制度の活用

ウ　アウトソーシングの推進

エ　指定管理者制度の活用

オ　ＰＦＩ方式の活用

カ　金融機関や経済団体等との連携の推進

商談会の開催・展示会への出展

　　開催回数　４回以上（毎年度）

キ　民活河床掘削推進事業の推進

②ＮＰＯ、ボランティア等の多様な主体による協働の推進

ア　地域づくり団体等の自発的取組のサポート

イ　多様な主体による協働の推進

中間支援組織を活用した地域協働の推進

ＮＰＯ自立促進

　　毎年度３事業程度（30年度まで）

ウ　多様な主体による協働指針に基づくＮＰＯへの支援

エ　ＮＰＯ・ボランティア団体等のネットワーク化の推進

多様な主体による協働会議の開催

　　２回開催（毎年度）

オ　ＮＰＯ法人を支える仕組みづくりの推進

ＮＰＯ法人への活動助成の実施

　　12団体へ助成（毎年度）

ＮＰＯ法人の育成支援

　　事業力向上セミナーを実施（毎年度）

カ　県民参加の基金による支援事業

キ　県・市町職員の意識改革のための説明会及びＮＰＯ等との協議の場の提供

協働推進研修会の実施

　　１回開催（毎年度）

ク　職員の意識改革のための研修の実施

ケ　職員の社会参加の推進

コ　公共土木施設愛護事業の推進

③規制緩和の推進

ア　えひめ夢提案制度の推進

イ　特区制度・地域再生制度の活用

④行政データの活用

ア　オープンデータによる行政データの積極的提供

（３）他県との広域連携

①四国４県連携の推進

ア　四国各県との連携の推進

②多面的広域連携の推進

ア　中四国・九州近隣各県との連携、協調の推進

（２）民間等との連携

目標 37

目標

38
　　中間支援組織に対する支援　３団体（毎年度）

39

目標 40
ＮＰＯ相談窓口等の設置・運営

　　ＮＰＯ法人数　500法人（30年度）

目標 41

目標

42

43

目標 44

目標 47 各県との連携事業数　27以上（毎年度）

目標 45 オープンデータの利用ルールの策定及び公開環境の整備（27年度）

目標 46 四国４県連携施策数　30以上（毎年度）

新

新

新

新

新

新

新

新

 

6 改革に向けた具体的取組と目標設定 
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（１）組織のさらなる成長

①政策立案機能の強化

ア　部局横断的な企画調整機能の強化

イ　企画立案部門の強化

ウ　地域活性化推進体制の整備

エ　県と市町との連携施策の創出（再掲）

オ　重点戦略方針に沿った政策展開

カ　みんなの愛顔づくりプロジェクトの推進

キ　政策レビューによる実績検証

②機動的な執行体制づくり

ア　庁内分権の推進

イ　業務執行リーダー制の効果的運用

ウ　人口減少対策等、部局横断的課題に対応するための横串組織の構築 （再掲）

エ　業務の繁閑に応じた職員の弾力的配置

オ　トップマネジメント機能の効果的運用

（２）職員能力の向上

①職員の意識改革

ア　５つの意識改革の実践

②能力・実績重視型の人事管理

ア　人材育成に資する人事評価制度の充実

イ　能力・実績を反映した給与制度の運用

ウ　課長級昇任試験による人材の登用

エ　意欲・能力のある人材の登用（庁内公募制の活用、若手・女性の登用等）

③人材育成の推進

ア　人材育成方針に基づく職員研修の充実

イ　民間、国等との人事交流の推進

ウ　市町との相互交流の拡大（再掲）

エ　事務職と技術職の人事交流の促進

Ⅲ　【現場主義】ボトムアップ改革　　～政策立案型行政への転換～

目標 48
政策推進班の活用

　　政策推進班による会議を必要に応じ開催

目標 49
各部局の既存の組織と連携して機動的かつ効果的に施策・事業を推進する
「横串組織」の構築に取り組む

目標 50
５つの意識改革の徹底

　　各職場における啓発研修実施率100％（毎年度）

目標 51
課長級昇任候補者選考試験の実施

　　受験率75％以上（毎年度）

目標 52
効果的かつ実践的な研修カリキュラムを検討し、その充実・強化を図るほか、職

場研修や自己啓発を推進

新

新

新

新

新

新

重点取組事項

ゴシックは重点目標

新規の具体的取組

新規の目標設定

新

新

6 改革に向けた具体的取組と目標設定 
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（３）県民意見の反映

①県民対話型県政の推進

ア　審議会等の活性化及び公開の推進

イ　情報提供・広聴・相談サービスの充実

ウ　県政出前講座の開催

②県民意見の反映手段の充実

ア　パブリック・コメント制度の推進

イ　情報提供・広聴・相談サービスの充実（再掲）

ウ　パブリック・インボルブメント制度の推進

①国への提言・情報発信

ア　国への積極的な政策提言

イ　四国４県による対応の検討

ウ　中四国ブロックによる対応の検討

②地域の実情に応じた権限移譲の推進

ア　「県権限移譲推進指針」に基づく市町への権限移譲(再掲) 

イ　市町への法定移譲事務の情報提供等

ウ　義務付け・枠付けの見直しへの対応

③国の地方分権改革への対応

ア　広域自治体のあり方の研究

イ　公共職業安定所（ハローワーク）の一体的実施等への対応

目標

53
審議会の見直し

　　10人を超える審議会等の減少

54
女性委員登用率向上

　　登用率（32年度：45％）

目標

55
広報戦略の推進と県政情報の効果的な提供

　　県政情報の周知度90％以上（毎年度）

56
「知事とみんなの愛顔でトーク」の開催

　　６回程度開催（毎年度）

目標 57 県政出前講座開催件数70回以上（毎年度）

目標 58 30件以上実施（毎年度）

（４）現場起点による国への提言強化

目標 59 国の提案募集制度の積極的な活用

目標 60
義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大による地域の実情に合った基準の設定

　　地域の実情に即した独自基準の設定

新

 
 

6 改革に向けた具体的取組と目標設定 


